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ここに掲載するのは､ 私が作成し､ 2010年５月24日､ 東京地方裁判所民事第19部合 B２①係 (青野洋
士裁判長) に提出した ｢平成21年 (ワ) 第18587号 損害賠償請求事件｣ (原告・土肥信雄､ 被告・東京
都｡ 以下､ 土肥訴訟という｡) に関する ｢鑑定意見書｣ である｡









浪 本 勝 年＊１
立正大学心理学研究所紀要 第９号 (2011)
＊１ 立正大学心理学部
要 旨： 21世紀初頭における東京都教育委員会による学校教育内容への介入､ とりわけ
本件に見られるように東京都立三鷹高等学校の土肥信雄校長に対する一連の執拗
















２ 三上英次記者 ｢歌人・与謝野晶子の唱える 『教育の民主主義化』 ～都教委裁 判・第７回口頭
弁論～｣ (2010年８月29日､ JANJAN Blog 市民の市民による市民のためのみんなでつくるニュー
スブログ Japan Alternative News for Justices and New Cultures)｡
３ 土肥信雄 『それは､ 密告からはじまった』 (2011年２月１日､ 七つ森書館) PP.180-184｡
本件訴訟の事実関係の詳細については､ 前記土肥信雄著 『それは､ 密告からはじまった』 をご覧いた
だきたい｡
本件について､ 裁判所から原告訴訟代理人に対し､ 証人の代わりに意見書を提出したらどうか､ との
勧めがなされた｡ そこで担当の代理人弁護士 (吉峯総合法律事務所所属の吉峯啓晴・高橋拓也・大井倫
太郎及び木ノ切隆行の各弁護士) が､ 筆者に対し教育委員会､ 職員会議及び学校運営の在り方等々につ
いて教育学者・教育法学者としての教育・教育法専門的な見解を鑑定意見書として提出するよう求めら
れた｡ これに応じて提出したものが､ 次のような鑑定意見書である｡







｢教育行政機関｣ である教育委員会は､ 学校という ｢教育機関｣ の長である校長に対して､ その学校運
営や教育内容について､ どこまで関与できるのか､ また､ その限界についてどう考えるべきか｡
2010年５月24日
























４) 中教審答申 (1998年) の職員会議 ｢改善｣ 案
５) 省令による職員会議の諮問機関化
３ 学校運営への都教委の乱暴な介入の問題点と本件訴訟の意義
４ 都教委の ｢暴挙｣ を戒める文部当局者の見解
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 ｢教育行政｣ 機関がその限界を逸脱し ｢教育｣ 機関を支配する誤り
―都教委の暴走と土肥信雄校長の教育専門性・科学性に基づく抗議―
１ 教育基本法が禁じる ｢不当な支配｣ とはなにか
２ 教育基本法 (1947年) 第10条の立法者意思
― ｢不当な支配｣ をめぐって―

















歌人として著名な与謝野晶子 (1878－1942) は､ 90年以上前の1919年､ ｢教育の民主主義化を要求す











える人たちが陪審制度を要望し､ それによって司法部の民主主義化を計ろうとするように､ 府､ 県､
























うこ編集・解説〉『激動の中を行く』 pp.99－101､ 1970年､ 新泉社)｡
大日本帝国憲法・教育勅語体制のもとで､ あたかも今日における日本の教育の問題状況を指摘してい
るがごとき卓見である｡













の章が現行憲法には存在する｡ それが ｢第二章・戦争の放棄 (第９条)｣ と ｢第六章・地方自治 (第92－
95条)｣ であり､ ここにも､ 民主主義の精神を実現するために､ 憲法原理としての地方自治の画期的な
意義が示されている｡
憲法・教育基本法 (1947年) のもとに､ 教育における地方自治の精神を制度的に保障しようとして制
定されたのが､ 教育委員会法 (1948年､ 法律170号､ 1956年に廃止) であった｡ 教育に関する地方自治
の原則について､ 最高裁判所大法廷は､ 1976年５月21日､ 学力テスト事件判決で､ 次のような注目すべ
き判断を行っている｡










1920年の ｢教育改造の四綱領｣〈神田修・山住正己編 『資料・日本の教育』 p.14､ 1978年､ 学陽書房〉
で､ 教育委員会の設置を主張している)｡
すなわち､ 教育委員会法が成立したのは､ 戦後教育改革の中､ 1948年のことであった｡ この教育委員
会法は､ 日本国憲法による地方自治の理念のもとに教育行政改革の三原則､ すなわち教育行政の①民主








この規定は､ 教育基本法 (1947年) 第10条 (教育行政) を直接に受け継いだものであり､ 教育委員会
の目的を格調高く宣言したものであった｡
ちなみに､ その教育基本法第10条は､ 次のように規定していた｡
｢第十条 (教育行政) 教育は､ 不当な支配に服することなく､ 国民全体に対し直接に責任を負つて
行われるべきものである｡
２ 教育行政は､ この自覚のもとに､ 教育の目的を遂行するに必要な諸条件の整備確立を目標と
して行われなければならない｡｣
ここでは､ この教育基本法第10条第２項が､ 教育行政 (教育委員会) の ｢任務｣ と ｢その限界｣ を規
定していることに注目しなければならない｡
この教育基本法制定当時､ 立法に関わった関係者の唯一の解説書である辻田力・田中二郎監修､ 教育
法令研究会著 『教育基本法の解説』 (1947年12月25日､ 国立書院) は､ この第２項について次のように
説明している｡
｢本条第二項は､ 第一項の国民と教育との関係を基礎にして､ 教育行政の任務とその限界を定めた
ものである｡ 従来教育行政官は､ 中央集権的な教育行政制度の運営者として､ 教育が国民全体に対
















ところで､ 教育行政の民主化という理念は､ 当時の教育委員会を構成する教育委員 (都道府県は７人､
市町村は５人｡ 現行法である地方教育行政の組織及び運営に関する法律では原則５人､ 例外的に､ 都道
府県等の場合は６人以上､ また町村等の場合は３人以上でも可｡) を､ 議会選出の１人を除き住民が直
接選挙で選ぶという形で具体化したのであった (教育委員会法第７条)｡






教育委員選挙は３回行われた｡ 当時の選挙 (公職選挙法に基づくもの) がさまざまな問題を抱えてい
たとはいえ､ 投票率は都道府県の場合､ いずれも平均で50％を上回っていた (末尾の【表】 ｢教育委員
会のあゆみ｣ 参照)｡ 今日における都道府県知事選挙と比較してみれば､ かなり高い投票率であったこ
とがわかる (最近の研究成果として､ 海老沢隼悟 ｢教育委員公選時代における東京都教育委員会の実態





教育の政治的中立の確保に関する臨時措置法 (法157) 等の教育二法制定などが進行し､ 政府・与党に
よる教育の国家統制が強化されていく｡
こうした中で､ この公選制教育委員会が住民の間に十分定着しないうちに､ 1956年､ 教育委員の公選
制を廃止し､ 任命制とする ｢地方教育行政の組織及び運営に関する法律｣ (いわゆる任命制教委法｡ 以
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下､ 地教行法という｡) 案が､ 世論の強い反対にもかかわらず､ 国会に警官500人を導入するという混乱








地教行法下の教育委員会は､ 戦後教育行政改革の三原則に大きな ｢修正｣ が加えられることによって､
著しく変質していく｡
第一に､ 委員の公選制が廃止され､ 任命制となることによって､ 住民の意思を直接反映させることが
不可能となり､ 教育委員会は住民から遠い存在となってしまうのである｡
第二に､ ｢国､ 都道府県､ 市町村一体としての教育行政制度を樹立｣ (清瀬一郎文部大臣 ｢地教行法案









以下､ 臨教審という｡) は､ ４次にわたる答申を提出し､ 20年後の今日の教育界にも大きな影響を与え
ている｡ その臨教審は､ 当時の教育委員会の問題点を､ その ｢教育改革に関する第二次答申｣ (1986年
４月23日) の中で､ 次のように的確に指摘したのであった｡
｢近年の校内暴力､ 陰湿ないじめ､ いわゆる問題教師など､ 一連の教育荒廃への各教育委員会の対
応を見ると､ 各地域の教育行政に直接責任を持つ 『合議制の執行機関』 としての自覚と責任感､ 使








こうした提言を受けて､ 竹下登内閣は､ 1988年３月11日､ ①市町村教育委員会の教育長を専任化する､
②都道府県及び市町村の教育委員会の教育長に､ ４年の任期制を導入する､ との２点を骨子とする地教
行法改正案を国会に提出したが､ この法案は､ 国民の強い反対のもとで､ 1990年１月24日､ 衆議院解散
のため廃案となった｡
一般的に言って､ 教育長職に関して専任化 (当時､ 都道府県教育長は専任化されていた) や任期制を
採用することを､ ただちに否定することは､ 適切ではなかろう｡
ここで､ 教育委員公選制を採用していたかつての教育委員会法が､ ｢教育長は､ 別に教育職員の免許
に関して規定する法律の定める教育職員の免許状を有するもののうちから､ 教育委員会が､ これを任命
する｡ 教育長の任期は､ 四年とする｡ 但し､ 再任することができる｡｣ (第41条) と規定していたことを､
思い出す必要がある｡
今日の時点においてすら､ 地域住民に開かれた教育委員会の真の活性化を考えるなら､ まず､ この
1980年代に展開された東京・中野区の実験､ すなわち教育委員の“準公選”にこそ学ばなければならな
いことは､ 自明である｡ こうした法案 (1988年改正案) が､ 教育委員任命制の状態を前提とするならば､
それは必然的に､ 教育委員会のいっそうの中央集権化をもたらすとともに､ 一般行政への従属を強めて
いくであろうと危惧される｡ なぜならば､ 教育の専門性を要求されない教育長職を温存したまま､ 専任
化し､ 任期制を採用すれば､ 文部省や都道府県教育委員会､ さらには首長の影響力が､ 従来にも増して
強化されることになるからである｡
この1988年法案のように､ 教育長を専任化し､ 任期制を採用するのなら､ その前提として､ 少なくと
も､ かつての教育委員公選制時代のように､ 教育職員免許法による教育長免許状を有するもののなかか




臨教審の第一次答申 (1985年６月26日) 直後に､ 全国都道府県教育委員長協議会・都道府県教育長協
議会・全国市町村教育委員会連合会・全国都市教育長協議会及び全国町村教育長会の教育委員会関係５
団体連絡会は､ ｢教育委員会の運営の活性化について｣ と題する第一次提言をまとめた｡ その中で､ 特
に市町村教育委員会の弱体ぶりが指摘されているが､ 教育委員会一般の問題として､ 次のような注目す
べき“自己批判”ともいえる現状認識を示していた｡




例も見受けられる｡ また､ レイマンコントロールの趣旨から､ 地域の各界各層の声が委員を通じ反









要なものであるが､ 一部においては､ その運営が形式的､ マンネリ化しており､ 実質的な審議が十
分には行われていないといった例や､ このことに関して､ 地域住民の声が会議に必ずしも十分に反
















｢委員は､ 当該地方公共団体の長の被選挙権を有するもので､ 人格が高潔で､ 教育､ 学術及び文化
に関し見識を有するもののうちから､ 地方公共団体の長が､ 議会の同意を得て､ 任命する｣｡
“準公選”というのは､ このように法律で ｢任命｣ 制を決めている以上､ 条例でこれを否定して公選




ものである｡ ちなみに､ 現行地方自治法も ｢地方公共団体に関する法令の規定は､ 地方自治の本旨に基
づいて､ かつ､ 国と地方公共団体との適切な役割分担を踏まえて､ これを解釈し､ 及び運用するように
しなければならない｣ (第２条12項) と規定している｡
首長による教育委員任命に先立ち､ 住民の意向を反映した教育委員候補者選びの文化的投票を行い､
その結果を ｢参考｣ にして首長が議会に教育委員候補者を提案するというのが ｢準公選｣ のしくみであ
る｡ この智恵と工夫を凝らした制度を実施し全国的な注目を集めたのが東京・中野区の ｢準公選｣ であっ
た｡ この ｢実験｣ は４回の区民投票をもって終わったが､ 今日なお理論的にも実践的にも興味深い問題
を多く提起している｡
なお､ 大阪・高槻市議会でも ｢準公選｣ 条例案が審議されたが､ 1985年７月24日､ 少差 (20対22) で
否決され成立にはいたらなかった｡
８ 最近の教育委員会改革に関する動向
地方分権推進委員会第一次勧告 (1996年)､ 中央教育審議会 (以下､ 中教審という｡) 答申 (1998年)
等をもとに1999年にいわゆる ｢地方分権一括法｣ が成立し､ 地教行法の大幅改正が行われた｡ 教育長の
任命承認制の廃止､ 文部大臣の措置要求規定等の削除等々である｡ これは大きな改正であった｡
その後､ 公募制の教育長及び教育委員の誕生もあったが､ 総合規制改革会議､ 地方制度調査会､ 経済







に国会に提出したものである｡ したがって､ 当初､ 通例ならば､ 会期内成立は無理であると予想されて
いた｡ しかし､ 衆議院に教育再生に関する特別委員会を設置するなどして､ スピード審議と強行採決に
より､ ｢成立｣ してしまったのである｡

















この改正地教行法の問題点等については､ すでに多方面にわたり指摘されているので､ ここでは､ 最
小限のことを触れておきたい｡
たしかに本法の主たる問題点が､ 文部科学大臣による教育委員会に対する ｢是正要求｣ (第49条) 及
び ｢指示｣ (第50条) 権限について新たに規定することにある､ との主張に異議はない｡
しかし､ 筆者は､ この改正地教行法において､ 教育委員会等の ｢地方公共団体｣ における ｢教育行政｣
について､ その ｢基本理念｣ を新たに規定したことに特に注目したい (第一条の二)｡ すなわち同条は､
次のように言う｡
｢地方公共団体における教育行政は､ 教育基本法 (平成十八年法律第百二十号) の趣旨にのつとり､
教育の機会均等､ 教育水準の維持向上及び地域の実情に応じた教育の振興が図られるよう､ 国との
適切な役割分担及び相互の協力の下､ 公正かつ適正に行われなければならない｡｣
この改正地教行法制定の理由については､ いろいろといわれるけれども､ 改正教育基本法の ｢趣旨｣
を ｢地方教育行政｣ に貫徹させることが最大のねらいである｡ そしてそのことを明白に示しているのが
本条であるからである｡
本条は､ 端的に言えば､ ｢地方公共団体における教育行政は､ 教育基本法の趣旨にのつとり､ ……国
との適切な役割分担及び相互の協力の下､ ……に行われなければならない｡｣ ということであり､ その
実質は次のように読み取ることが問題を考える上で適切である､ と考える｡
｢教育委員会は､ 国の定める役割分担に従い､ 国に協力しなければならない｡｣ ということである｡
間違ってもその逆ではないのである｡ すなわち ｢国は､ 教育委員会の定める役割分担に従い､ 教育委員
会に協力しなければならない｣ ということにはならない点に注目が払われるべきである｡
10 教育行政の ｢限界｣ を逸脱した都教委の問題点
―本件訴訟の重要な意義―
教育委員会は､ 現在､ 存亡の危機に立っている｡ いまこそ教育委員会は､ この鑑定意見書の冒頭で触
れたその本来の設置理念に立ち返り､ その存在意義を積極的に示すべきである｡ その際､ 近年の都教委
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のように無軌道の上を ｢暴走｣ するのではなく､ 愛知・犬山市教育委員会などに見られるように､ 地道
な教育実践を積み重ねた上に高い教育専門性に裏付けられた判断に基づいた教育行政を展開していくこ
とが大切である｡ そうしたことが可能となるように､ 教育委員会は教育上､ 行政上の専門的力量を備え
なければならない｡
その際､ これまでの改革提言の中で積極的に触れられてこなかった教育委員の ｢選任方法｣､ とりわ
け ｢任命制｣ への挑戦が重要である｡ 思い切って東京・中野の準公選にヒントを得た何らかの住民投票
の仕組みを導入した制度改革は図られないものであろうか｡ いわば地域に根付いた ｢顔の見える｣ 教育
委員会の実現である｡ ここにこそ教育委員会の明日を切り開く鍵が存在しているのではなかろうか｡
ところで､ 本件訴訟の被告である都教委の21世紀におけるその在り方を見るにつけ､ 教育委員会によ
る教員に対する管理強化､ すなわち校長を教育内容の管理・統制の手段として ｢活用｣ することに力点
を置いた教育行政が展開されており､ 教育行政の本来的・基本的な役割である教育条件整備の限界を超
えた ｢節度なき教育行政｣ となっていることは明らかである｡ そして､ そのことの具体的な事例が､ 本
件における都教委による数々の学校教育への異常かつ不当な介入である｡
すなわち､ ①学校の文化祭等における生徒の表現に対して､ ｢一方的な考え方｣ だと都教委が判断す
る表現はさせないよう校長を通じての介入､ ②校長主宰の職員会議における教職員の意向確認の挙手・





力の中に置かれており､ 学校教育は文字通り ｢窒息状況｣ にあるといわざるを得ない事態が進行してい
るのである｡
本件訴訟は､ そうした状況を克服すべく勇気ある校長が学校に言論の自由を求めて立ち上がった稀有





を担当する教職員が学校に配置されている｡ そのなかで､ 最も多くの割合を占めており､ また中心的な
役割を期待されているのが教育職員免許法に基づく免許状を有する教員である｡






学校教育法が ｢校長は､ 校務をつかさどり､ 所属職員を監督する｣ (第37条第４項､ 第62条で高等学
校に準用) と規定しているのは､ 単に教育機関の長である校長が､ 教育行政機関である教育委員会の末
端としての機能を果たすことを意味しているのではなく､ 逆に､ 教育行政機関からの学校に対する ｢不




第二次大戦後､ 1946年３月に来日したアメリカ教育使節団は､ その報告書 (1946年３月30日) の ｢序
論｣ において､ 次のように述べている｡ 傾聴すべき優れた見解である｡
｢ここに､ 教師たると行政官たるとを問わず､ 教育者というものの職務について､ 教訓とすべきこ




ない｡｣ (文部省調査普及局 『米国教育使節団報告書』 全､ 1952年)｡
ところで､ 21世紀初頭における日本の学校が直面する運営上の課題は､ きわめて多種多様なものが存
在する｡ 子どもの保護者､ 教育行政当局､ 地域､ 社会等々から持ち込まれるものが従前にもまして多数
存在する｡ このなかで､ 今日､ 学校 (校長・教職員) 側と教育行政当局とが強い緊張感を持ち続け､
｢恒常的紛争状況｣ にあるのが､ 職員会議の在り方と入学式・卒業式をめぐる日の丸・君が代の取り扱
いをめぐる問題である｡ 特に本件に見られるように､ 東京の場合は､ 行政の異常な介入により､ 深刻な
問題状況を呈している｡
本稿では､ このうちの職員会議をめぐる問題について､ 教育委員会､ 校長､ 教職員の関係に焦点をお
きながら､ 考察を進めていくことにする｡
１ 職員会議とはどういうものか
職員会議というのは､ 小学校・中学校及び高等学校等 (初等中等教育機関) における教職員の全体が
参加して学校教育の基本的事項について協議し決定していくための重要な会議である｡ 現実には教員中
心に運営され､ 事務職員が参加しない場合もある｡ しかし､ 日本の学校においては伝統的に ｢教員会議｣
とはいわず ｢職員会議｣ という呼称が用いられてきている｡
おなじ学校でも､ 大学の場合には､ 学校教育法が ｢大学には､ 重要な事項を審議するため､ 教授会を
置かなければならない｡ ２ 教授会の組織には､ 准教授その他の職員を加えることができる｡｣ (第93条)
と管理機関としての教授会の設置を法律で定めている｡










職員会議が初めて法制化されたのは､ 尋常師範学校の場合である｡ すなわち､ 教科書採択との関連で､
文部省が1887 (明治20) 年 ｢尋常師範学校教科用図書ノ儀ハ該学校教員ノ会議ニ付シ取調ベノ上文部大
臣ノ裁定ヲ経ヘシ｣ (同年３月25日､ 文部省訓令第４号､ 『明治以降教育制度発達史』 第３巻､ 710ペー







その席上､ 問題や実際に行はれてゐること等を､ 校長に支配されずに自由に論議する必要がある｣ (｢臨
時再教育計画｣ の項)｡ ｢教師にとってなにより第一に教育上必要欠くべからざることは､ 同僚と相会し
て互ひに助言と感激とを語り合ふ機会を与へられるべきことである｣ (｢教師の集会｣ の項) と述べ､ 戦
前の状況を一変させるような教師の自由な意見交換を奨励したのである (文部省調査普及局 『米国教育
使節団報告書』 全､ 36､ 37ページ､ 1952年)｡
このような勧告を受けた文部省は､ ようやく積極的な姿勢にのりだす｡ まず､ 文部省は1946年６月､







その後､ 日本国憲法や教育基本法 (1947年) に示された教育条理に沿って徐々に職員会議の在り方の
見直しが行われてくる｡
しかし､ 1950年代半ばには､ 戦後教育の民主化の行き過ぎと称して､ 教育の中央集権化が進行する中
で､ 前述のとおり1956年､ 教育委員会法を廃止し､ 新たに制定された地教行法の第33条 (学校等の管理)
を根拠に､ 全国で教育委員会が学校管理規則を制定し､ その中には､ 職員会議を校長の諮問機関と位置




が目的であり､ 学校内の校長と教員等の内部経営問題を規定すべきではない､ との態度に終始した｣ 結
果のようである (吉本二郎 ｢学校経営からみた職員会議｣ 『季刊教育法』 第５号､ 45ページ)｡
さらに､ こうした論調を受けて､ 次にみるとおり､ 教育委員会の中からも､ ｢職員会議無用論｣ が登
場してくる｡






(傍点原文) の名を冠した集会の実態を残しているかぎり､ 無意味である｡ ……日本の教育の進展
が阻害され､ 多くの教育エネルギーが浪費され､ 実効を挙げえないのは 『職員会議』 という一見目
だたないような怪物の所為である｡ もっと象徴的な表現をすれば､ 職員会議は教育界のチョン髷で
あり､ あるいは盲腸的存在である｣ (佐久田昌一〈当時静岡県教育委員会総務課長補佐〉｢職員会議
無用論｣ 『学校運営研究』 1968年７月号､ 19ページ)｡
こうして､ 校長の管理職化 (1958年)､ 学校管理体制の強化が教育行政当局によって図られるが､ こ
れに反発した教職員組合側からは､ 職員会議は学校の最高意思決定機関とすべきとの主張も現れ､ 職員
会議の性格をめぐり対立が激化していったのである｡
東京の場合､ 一時期ではあるが､ 教職員組合と都教委との間で ｢確認事項｣ が取り交わされた時期が
あった｡ すなわち1972年１月10日､ 東京都教職員組合は都教委との間で､ 研修､ 職員会議の運営､ 及び





(都教委) 職員会議でまとまったことについては､ 十分尊重されることが望ましい｣ (『新聞都教組』
1972年１月14日号)｡
４) 中教審答申 (1998年) の職員会議 ｢改善｣ 案
こうした状況のなかで､ 文部省による職員会議法制化に論拠を与えたのが､ 当時の文部大臣の諮問機
関であった前出の中教審 (中央教育審議会) である｡
すなわち､ 中教審は､ その答申 ｢今後の地方教育行政の在り方について｣ (1998年９月21日) のなか
で､ 次のように主張した｡
｢学校運営における職員会議の位置付け及び運営の在り方等については､ 法令上の根拠が明確でな
く､ 学校管理規則における位置付けも都道府県､ 市町村によって異なる｣ として､ ｢() その運営
等をめぐる校長と教職員の間の意見や考え方の相違から､ 職員会議の本来の機能が発揮されてない
場合もあること､ () 職員会議があたかも学校の意思決定権を有するような運営がなされ､ 校長
教育委員会と学校における職員会議の在り方
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がその職責を十分に果たせない場合もあること､ () 校長のリーダーシップが乏しい､ 職員会議
が形式化して学校全体で他の学年や学級､ 教科などに係る問題を話し合うような雰囲気が乏しい､
あるいは､ 運営が非効率であるなどの運営上の問題点が指摘されている｡ このため､ 職員会議の法
令上の位置付けも含めて､ その意義・役割を明確にし､ その運営の適正化を図る必要がある｡｣
そして､ 職員会議の在り方の ｢具体的改善方策｣ を次のように提言した｡
｢イ 学校に､ 設置者の定めるところにより､ 職員会議を置くことができることとすること｡
ウ 職員会議は､ 校長の職務の円滑な執行に資するため､ 学校の教育方針､ 教育目標､ 教育計画､
教育課題への対応方策等に関する教職員間の意思疎通､ 共通理解の促進､ 教職員の意見交換な
どを行うものとすること｡
エ 職員会議は､ 校長が主宰することとし､ 教員以外の職員も含め､ 学校の実情に応じて学校の
すべての教職員が参加することができるようその運営の在り方を見直すこと｡｣
５) 省令による職員会議の諮問機関化
この中教審答申を論拠として､ 文部省は､ 2000年１月21日､ 改正学校教育法施行規則 (文部省令第３
号) により､ 次のような職員会議に関する条文を追加して､ 事実上､ 職員会議を校長の諮問機関化する
ことに道を開いたのである｡





ならない｡ この省令は､ 先の文部省著作 『新教育指針』 が戒めたまさにそのこと (｢校長や二三の職員








事例が､ 職員会議・成績会議等における ｢挙手｣ ｢採決｣ を禁止するという驚くべき通知である｡
都教委は､ 2006年４月13日､ ｢学校経営の適正化について｣ と題する通知 (以下､ 4.13通知という｡)
立正大学心理学研究所紀要 第９号 (2011)
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を都立学校長宛に発し､ ｢職員会議を中心とした学校運営から脱却することが不可欠｣ と断言し ｢職員
会議において 『挙手』､ 『採決』 等の方法を用いて職員の意向を確認するような運営は不適切であり､ 行
わないこと｡｣ と命令的主張をするとともにさらに､ 次のように ｢指導｣ している｡
｢職員会議は､ 東京都立学校の管理運営に関する規則第12条の７及び都立学校管理運営規程 (標準
規程) 第10の１の規定により､ 校長の職務を補助するための機関として明確に位置づけており､ そ
の機能は､ 教職員に対する報告､ 意見聴取及び連絡に限定している｡ したがって､ 本来企画調整会
議において議論されるべき学校経営に関わる事項を､ 企画調整会議で十分に議論せずに職員会議の
場で議論し､ 教職員の意向を挙手等で確認するような学校運営は許されない｡｣
ここまでくると､ ｢適正化｣ すべきなのは､ ｢学校経営｣ ではなく､ まず ｢都教委の基本方針｣ である
といえるのではなかろうか (『毎日新聞』 社説 ｢教職員会議 挙手・採決禁止は大人気ない｣ 2006年４
月15日号､ 参照)｡
たしかに学校教育法 (1947年制定､ 2007年大改正) によれば､ 小学校の場合､ ｢校長は､ 校務をつか
さどり､ 所属職員を監督する｡｣ (第37条第４項)､ ｢教諭は､ 児童の教育をつかさどる｡｣ (同条第11項)
と規定されている (この規定は､ 同法第49条及び第62条により中学校・高等学校等にも準用される)｡
したがって､ 学校において校長が最高責任者であり､ 教員の本務は､ ｢教育をつかさどる｣ ことである
といえる｡ これは法律で規定されていることであり､ また､ 教育条理にもそれなりになじむ点があると
いえよう｡
ところで､ 本件訴訟の原告は､ 可能な限り都教委の方針に従いつつも､ 現行教育法制及び教育条理に





員会議：都教委の挙手禁止通知 撤回求め公開討論要求｣ 2008年８月５日号､ 参照)｡
４ 都教委の ｢暴挙｣ を戒める文部当局者の見解
上記4.13通知は､ 教育行政機関がその ｢限界｣ を超えて教育機関である学校の教育内容に権力的に介
入した ｢不当な支配｣ に該当する典型的なものである (｢不当な支配｣ の意義については､ 後に述べる)｡
その意味において違法性を免れ得ないものである｡
教育委員会は､ 公立学校の設置者であり管理者でもある (学校教育法第２条及び第６条) が､ ｢教育｣
機関ではなく ｢教育行政｣ 機関である｡ それゆえ自ずから行政機関として一定の ｢節度｣ をもって教育
機関である学校に接しなければならない｡ 本件訴訟の場合､ すでに本鑑定意見書の ｢｣ の ｢10｣ (P.




も明らかなことであり､ 教育委員会筋の ｢お粗末な解釈｣ を強く戒めているのである｡
すなわち､ 今村武俊 (当時､ 文部省社会教育局審議官)・別府哲 (当時､ 文部省初等中等教育局地方








心構えの問題､ すなわち倫理の問題であるが､ このような倫理意識は､ 法の正しい理解の基盤に立っ
てはじめて確立されるもののように感じられる｡｣ (PP.165－166)
｢第一は､ 校長は､ たんなる行政機構の下部機関として上司の事務を補助執行しているものではな
く､ 補助機関とはいえ 『教育機関』 の長としての地位を有することから､ およそ被教育者を対象と
する教育本来の事務については校長に大巾な裁量権が与えられており､ 『学校管理機関』 はこれに
一般的､ 大綱的指示をなしうるにすぎないと解するのが､ 法全体の構造から正しい理解ではないか
ということである｡ 第二は､ 児童・生徒等の懲戒処分の決定､ 学校の全課程終了の認定､ 入退学等







問題となる｡ 同条は､ 公立学校については 『学校管理機関』 たる教育委員会の職務権限事項を
列挙したにすぎず､ 職務権限の行使のしかた､ あるいはその限度を定めたものではない｡ その
証拠には､ 同条各号は､ すべて 『○○に関すること』 という表現になっている｡ それらの事項
について､ 教育委員会がいかなる程度の管理権を有しているかは､ 教育法令その他の法令の規
定に照らし､ また､ 学校管理機関と教育機関との基本的なあり方に照らして慎重に判断されな
ければならない｡ 同条中に 『教科書その他の教材の取扱に関すること｡』 という規定があると
いうだけで､ 教育委員会が教材の取扱いに関するいっさいの権限を有すると解するがごときは､










対する一連の ｢行政指導｣ と称する教育への支配・介入が現行教育基本法第16条の禁じる ｢不当な支配｣
に該当し､ 違法なものであることを明らかにしていきたい｡




本件は､ 都教委が､ ①学校の文化祭等における生徒の表現に対して､ 都教委の考える ｢一方的な考え
方｣ による表現はさせないように校長を通じて介入したり､ ②校長が主宰するとされている職員会議に
おいて､ 教職員の意向を確認する挙手・採決について､ これを禁止する通知を発して介入したり､ ③土
肥校長の発言内容について､ 恫喝や執拗な ｢指導｣ を再三再四繰り返すことに加えて､ 実際には守秘義
務違反でもないに守秘義務違反だと強引に指摘することによって､ 沈黙を強制しようとしたり､ ④卒業
式・入学式における教職員の君が代斉唱に関して､ 重ねて職務命令を発出することを執拗な指導によっ
て強制したり､ また､ ⑤これらに関する土肥校長と都教委との間の確執から､ 都教委が､ 土肥校長の非
常勤教員の応募について不合格としたことに関わるという事件である｡ 本件訴訟は､ こうした都教委の
行為によって､ 土肥校長が表現の自由､ 教育の自由､ 人格権及び校長の裁量権等を侵害されたとして都
教委に対し損害賠償請求をしたものあるが､ ここでは､ 都教委の ｢暴挙｣ とも言うべき一連の上記行為
が､ 教育基本法の禁じる ｢不当な支配｣ に該当することについて述べることにする｡
１ 教育基本法が禁じる ｢不当な支配｣ とはなにか
現行教育基本法は､ その第16条 (教育行政) で､ 教育行政の在り方について､ 次のように定めている｡
｢教育は､ 不当な支配に服することなく､ この法律及び他の法律の定めるところにより行われるべ
きものであり､ 教育行政は､ 国と地方公共団体との適切な役割分担及び相互の協力の下､ 公正かつ
適正に行われなければならない｡｣
本件とのかかわりで特に問題となるのが､ ここでの ｢不当な支配｣ とは何か､ ということである｡ 実




２ 教育基本法 (1947年) 第10条の立法者意思
― ｢不当な支配｣ をめぐって―
すでに見たとおり､ 教育基本法第10条は､ 次のように規定していた｡




１) 教育基本法第10条の意義― ｢任務の本質｣ と ｢その限界｣ ―




次第でございます｡｣ (高橋誠一郎文部大臣による教育基本法の提案理由 (衆議院､ 1947年３月13日)
浪本勝年ほか編 『ハンディ教育六法 (2010年版)』 p.303､ 2010年､ 北樹出版)｡
短い説明であるが､ 重要である｡ すなわち､ 教育行政の ｢任務の本質｣ とはなにか､ そして ｢その限
界｣ とはなにか､ ということが､ 第10条の本質である｡
第10条のタイトルは ｢教育行政｣ であるが､ 第１項の主語が ｢教育｣ と書かれているのに対し､ 第２
項の主語は ｢教育行政｣ であることにも注目しておきたい｡ すなわち､ 本条は ｢教育｣ と ｢教育行政｣
を明確に区分し､ それぞれの在り方及び両者の関係の在り方についての基本原理を規定しているのであ




のうえに成立したものである｡ 教育基本法について語る際､ 必ず登場する前出の教育法令研究会著 『教
育基本法の解説』 (1947年､ 以下､ 『解説』 といい､ この書を手がかりにしながら考えていく｡) を紐解
いてみよう｡ いうまでもないが､ この書物は､ 教育基本法成立直後にその立案の任にあたった当事者た
ちが書いた教育基本法についての立法者意思を明らかにした唯一の解説書である｡
戦前教育の精神及び制度について､ 『解説』 は第10条についての記述の中で､ 次のように述べている｡
｢教育行政が教育内容の面にまで立ち入った干渉をなすことを可能にし､ 遂には時代の政治力に服
して､ 極端な国家主義的又は軍国主義的イデオロギーによる教育・思想・学問の統制さえ容易に行









｢文部省は､ 日本の精神界を支配した人々の､ 権力の中心であった｡ 従来さうなつてゐたやうに､
この官庁の権力は悪用されないとも限らないから､ これを防ぐために､ 我々はその行政的管理権の
削減を提案する｡ このことはカリキュラム､ 教授法､ 教材及び人事に関する多くの現存の管理権を､
都道府県及び地方的学校行政単位に､ 移管せらるべきことを意味する｡｣ (前出､ 文部省 『米国教育
使節団報告書』 全､ p.28､ 1952年)｡





13回総会 (1946年11月29日) に提示された ｢教育基本法案要綱案 (参考案)｣ (『解説』 p.22) において
は､ 次のように書かれていた｡
｢十 教育行政 教育行政は､ 学問の自由と教育の自主性とを尊重し､ 教育の目的遂行に必要な諸
条件の整備確立を目標として行われなければならないこと｡｣
しかし､ その後の立法過程において､ この ｢教育の自主性｣ という言葉が､ ｢ややもすれば､ 教育者
の独断という観念とあやまられやすいので､ 除かれるに至｣ (『解説』 p.129) り､ それにかわって､ ｢教




1947.1.31〉､ 後に２代目最高裁判所長官〈在任期間は1950.3.3－1960.10.25〉) は､ その著 『新憲法と文







このあと ｢政治よりの独立｣ の項の後 ｢行政よりの独立｣ との項を設け､ 次のように主張している｡
｢教育は政治的干渉より守られなければならぬとともに､ 官僚的支配に対しても保護せられなけれ
ばならない｡ ……官公吏たる教員と雖も､ ……上級下級の行政官庁の命令系統の中に編入せらるべ
きものではない｡ ……かような趣旨からして､ 教育基本法第十条は､ 教育行政の根本方針を規定し
ている｡ 教育は一方不当な行政的権力的支配に服せしめらるべきではない (同条一項前段)｡ それ
は教育者自身が不羈独立の精神を以って自主的に遂行せらるべきものである｣ (p.104)
③ 『教育基本法の解説』
『解説』 は､ 教育と政治の関係について述べたあと､ ｢教育に侵入してならない現実的な力として､
政党のほかに､ 官僚､ 財閥､ 組合等の､ 国民全体でない､ 一部の勢力が考えられる｡｣ (p.130) として
いる｡ つまり､ 政党・官僚等々が ｢不当な支配｣ の主体となりうることを指摘している｡ ただし､ 『解
説』 は､ ｢それら勢力のもつ理想なり政策なりが法制上認められた以上は､ 実際においてそれらの理想
なり政策なりが教育に反映することがあってもさしつかえないのである｡ その限りにおいて正当と











ような 『不当な支配』 であつて､ そのような支配と認められる限り､ その主体のいかんは問うとこ
ろでないと解しなければならない｡ それ故､ 論理的には､ 教育行機関が行う行政でも､ 右にいう
『不当な支配』 にあたる場合がありうることを否定できず､ 問題は､ 教育行政機関が法令に基づい







これまでみてきたとおり､ 現行教育基本法第16条は､ 教育基本法 (1947年) 第10条の規定する ｢不当
な支配｣ の禁止をそのまま継承している｡










本件訴訟において原告・土肥信雄元校長は､ 長年の優れた教育実践を踏まえて､ なによりも ｢学校に
言論の自由｣ が保障されることが今日の学校における喫緊の課題であることを訴えて闘っているのです｡
ひろく現代日本の教育状況をながめるに､ このことは単に東京の学校だけでなく全国の学校にも共通
に求められていることです｡ したがって､ 本件訴訟の帰趨は､ 日本の教育界に言論の自由､ 教育の自由









いまこそ貴裁判所が､ 人権の世紀といわれる21世紀に､ 学校を活性化させ､ 教職員だけでなく子ども
や生徒の学習権保障に貢献することとなる新しい画期的な判断を示されるよう強く望むものです｡
また単に日本国内の世論だけでなく､ 国際世論をも背景とした世界に開かれ､ また国際的に見ても恥
じることのない判決を言い渡すことが､ いま強く求められています｡ 本件訴訟は､ こうした点について
も多くの国民が注視しているところです｡
















































地方教育行政の組織及び運営に関する法律 (地教行法) 公布 (教育委員任命制へ)
沖縄県､ ｢県教育委員選定要綱｣ 発表 (推薦制)










総合規制改革会議､ ｢規制改革の推進に関する第３次答申｣ (構造改革特区での ｢教育委員会必置規
制の廃止｣ 提案)
中央教育審議会 (中教審)､ ｢新しい時代の義務教育を創造する｣ 答申 (教育委員会の必置､ 組織・
権限分担の弾力化等)




中教審､ ｢教育基本法の改正を受けて緊急に必要とされる教育制度の改正について｣ 答申 (責任あ
る教育行政の実現のための教育委員会等の改革として地教行法の改正を提言→07.６.27)
改正地教行法公布 (08.４.１施行､ 文部科学大臣の是正措置など)
作成・浪本勝年
